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1. 理事会の開催手順

事前調整
（理事・監事）

招集通知 理事会 議事録作成

決議の省略の提案

（調整が必要と考えられる事項）
・理事の日程調整
・監事の日程調整
・議題の調整
・決議の省略で行うか 等

（チェックポイント）
☑ 開催日まで中７日（参照確認）以上

あいているか
※招集通知は、理事と監事全員の

同意があれば招集通知の省略可能。
ただし、同意を書面やメール等で残
すこと

（チェックポイント）
☑ 定款に、理事会の決議を、「決議の省略」

で行えることが規定されているか

☑ 提案書に、何を決議するかが明記され

ているか

☑ 議題を判断するための、十分な資料を

添付したか

☑ 特別の利害関係を有する理事の有無を

確認しているか

（チェックポイント）
☑ 理事全員の同意書があるか

（提案者含む）

☑ 監事全員の同意書があるか

※決議の省略の成立は、全員の同意が
揃った時点である。

※提案者の理事の同意書も忘れずに取得
すること。

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30

【参考】
「中７日」の場合は、招集通
知を発送してから８日目以
降に会議が開催できる。

（中７日以上）

（チェックポイント）
☑ 議案につき特別の利害関係を有す

る者がいないことを確認したか

☑ 定足数、議決数は足りているか

☑ 評議員会の決議が必要な事項

（定款変更、役員の選任等）や評
議員の選任を理事会だけで決め
ていないか

（チェックポイント）
☑ 決議に関する各理事の賛否

について正確に記録されて
いるか

☑ 議事録署名人の署名又は記

名押印があるか

※決議の省略の場合も、議事録
の作成は必須

（通常開催）

（決議の省略）

以下の点には、特に注意するっぱ。

〇 理事会を、理事や監事が欠席する
ことや、監事が１人も出席しない状況で開
催することは、理事や監事のガバナンス上

の役割の重要性を考えると、好ましくな
い。

〇 理事会の招集通知発出日と理事会開

催日は、中７日以上あけることが必要。

決議の省略の成立



2. 評議員会の開催手順

事前調整
（評議員）

招集通知理事会 議事録作成

決議の省略の提案

評議員会

（調整が必要な事項）
・日程調整
※定時評議員会の場合
は、決算に係る理事会
から中１４日 以上（参
照確認)あける

・決議の省略で行うか 等

（チェックポイント）
☑ 評議員会の日時・場所、

議題、議案の概要を決
議しているか
（決議の省略で行う場合は
その旨を決議すること）

☑ 評議員会の議題は、

評議員会で決議できる
事項か

（チェックポイント）
☑ 開催日まで中７日以上あいてい

るか
※招集通知は、評議員全員の同意

があれば省略可能。ただし、同意
を書面やメール等で残すこと

☑ 招集通知には、日時、場所、議題、

議案の概要を記載したか
※定時評議員会の場合は、
①計算書類、②事業報告、③監査
報告の３点を送付しているか

（チェックポイント）
☑ 提案書に、何を決議するかが

明記されているか

☑ 議題を判断するための十分な

資料を添付したか

☑ 特別の利害関係の有無を確認

しているか

（チェックポイント）
☑ 評議員全員の同意書が

あるか
※ 決議の省略の成立は、全員

の同意が揃った時点

（チェックポイント）
☑ 議案につき特別の利害関

係を有する者がいないこと
を確認したか

☑ 定足数、議決数は足りてい

るか
※定款変更等、特別決議が必

要な場合は特に注意

（チェックポイント）
☑ 議事録作成者の氏名は記

載されているか

☑ 議事録署名人の署名、又

は記名押印があるか

※決議の省略の場合も、議
事録の作成は必須

（中７日以上）

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30

（参照：中１４日とは）

（通常開催）

（決議の省略）
■ 評議員会を開催するには、理事会で、①開
催日時・場所、②議題、③議案の概要の３点を

決議し、招集通知に記載することが必要。

■ 評議員会が決議できる事項は、法令及び定
款に定める事項に限られる。

※１．理事会の開催手順参照

決議の省略の成立



3. 定時評議員会での役員等の一斉改選までの流れ

【調整が必要な事項】

■ 候補予定者の選定
・候補予定者の内諾

・履歴書、就任承諾書、
誓約書の作成依頼
（再任でも必要）

■ 事務処理関係
・日程等の調整
・資料の作成

【理事会で決議する内容】

■ 評議員の改選関係
・次期評議員候補者の推薦
・評議員選任解任委員会の招集決定

■ 理事・監事の改選関係
・次期理事候補者の選任議案の決定
・次期監事候補者の選任議案の決定

※監事の選任議案は、現監事の
過半数(２名の場合は２名とも必

要)の同意が議事録等で確認で
きること。

■ 決算関係等
・前年度決算・財産目録の承認
・理事長等の業務執行報告
・社会福祉充実計画案の提出
・定時評議員会の開催

（中７日以上）

（計算書類の備え置きから中１４日以上）

※招集通知省略等の方法に
より、定時評議員会と同日開
催を推奨

【評議員会で決議する内容】

■ 役員の改選関係
・理事の選任
・監事の選任

■決算関係等
・前年度決算・財産目録の承認
・社会福祉充実計画の承認

【理事会で決議する内容】

・理事長の選任

【チェックポイント】
☑ 招集を省略した場合、

新理事と新監事全員の
同意を書面等で得たか

(招集通知から
中７日以上）

現評議員、役員 新評議員、役員

（１） 現在の評議員・役員の任期が、「定時評議員会の終結時」まで→最終年度の決算と定時評議員会は、現在の評議員・役員で行う。

（２） 評議員選任・解任委員会は、①定時評議員会と同日か、②新年度に入り定時評議員会より前※までに行うことが望ましい。

（３）評議員や役員の選任決議は、１名ずつ別個に行い、それを議事録に明記する。

【チェックポイント】
☑ 理事・監事の要件に該当す

る候補者であることの説明
をして決議したことを議事
録に残したか
（※再任の場合でも必要）

【チェックポイント】
☑ 履歴書、就任承諾書、誓約書等により、欠格事由該当者、特殊関係者、

反社会的勢力の者でないことを確認し議事録に残したか
（※再任の場合も同じ）

☑ 候補者が、「法人の適正な運営に識見を有する者」であることを

委員に説明したか

☑ 議事録を作成したか

※ 委員会の運営方法は、定款、定款細則及び評議員選任・解任委員会細則で必ず確認すること

評議員選任・解任委員会

事前調整
（理事・監事）

事前調整
（評議員）

事前調整
（日程調整等）

理事会

※評議員が欠員となり、旧評議員が
暫定的に職務を担うことになるため。

評議員会
招集通知 定時評議員会決算承認理事会
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４. 評議員会・理事会等と、評議員選任・解任委員会の牽制関係

・議案等の調査
・説明

出席・招集請求

・執行機関による業務執行の監督
・事業の報告要求

・行為の差し止め請求

・監事の
選任・解任

監事

・理事等役員の推薦
・職務執行の監督

・招集
・説明

・理事の選任・解任

評議員会・評議員の
選任・解任

理事長 （業務執行理事）

・理事長の選任
・職務執行の監督

・職務執行の報告

理事会

執行機関

評議員選任・解任委員会

・委員の選任
・評議員候補者の推薦
・評議員解任の提案

理事や評議員が、評議員選任・解任
委員になることはできないっぱ。

また、評議員選任・解任委員会は中
立の機関であることが求められて

いるから、理事や評議員等の特
殊関係者が就任することも望まし
くないっぱ。

監事さんと評議員選任・
解任委員さんは、できる

だけ法人と関係がない
人を選ぶことが大事っぱ

議決機関



５. 評議員、役員の報酬に関する注意点

１ 報酬額や支給基準の定め方

■ 評議員・役員の報酬を定めるにあたって、考慮するべき事情等（要：評議員会の承認）

①民間事業者の役員の報酬（当該法人と同等の収益規模の事業者が望ましい）

②従業員の給与

③法人の経営状況

■ 報酬額※１や支給基準※２が適当であることについて、どのような検討を行ったのかを含め、法人に説明責任が課されている。
このため、適切な検討を行うこと、及びその検討を行った時の議事録や会議資料を適切に残すことも重要。

※１…監事の報酬額は、報酬総額のみを決定しているときは具体的な配分を監事の協議で定めること ※２…支給基準には法定事項を定めること

3 報酬に関する定めの変更の手順

【チェックポイント】

☑ 上記要注意事項にある事情

を考慮したことが説明できる
案になっているか

☑ 報酬等の算定方法について、

算定基礎額、役職、在籍年数
など、どのような過程で算定
されたか説明できる案になっ
ているか

【チェックポイント】

☑ 評議員会の議題及び議案とし

て、役員等報酬規程及び支給
基準の変更を諮ることの決議
をしたか

☑ 役員等報酬規程が、定款の規

定と関わっている場合は、定
款変更の議案の提出も必要。

【チェックポイント】

☑ 報酬額と支給基準の変更は、

それぞれ別個に決議したか

☑ 上記１の考慮すべき事情を考

慮して決議したか

☑ 上記事情を考慮したことを議

事録に残したか

【チェックポイント】

☑ 支給基準をホームページ

で公表しているか
（WAMネットでの公表で可）

☑ 支給基準を事務所に備え

置いているか
☑ 報酬総額を公表している

か

調整・調査 理事会 評議員会 公表

■ 交通費は、実費相当額を支払う場合に限り、報酬には含まれない。
■ 「〇〇円支給する」のように、一律の金額で支払い、実費相当額によらないときは、

「報酬」として定めること。

２ 交通費について ①勤務形態（常勤・非常勤等）に応じた区分
②算定方法（どのような過程を経てその額が
算定されたかを対外的に説明できる基準）
③支給の時期・手段
④支給の形態


